



















































例えば，Boadway, Pestieau and Wildasin (1989) は，自発的に公共財を供給
するモデルにおいて，その供給に補助金を与えることによって，非協力的
1）なお，動学的なモデルにおいては Slavov (2014) は自発的供給により効率的な水準が達成さ
れることが示されている。













































































第 j 番目（ j =1,2,3…N）の個人の効用関数が以下のように表現できるも
のとする。
  （1）
ここで，cj は個人 j の消費量， z は公共財の供給量を表す。また，公共
財に対する選好は各個人で異質性をもち，個人 j の選好をaj というパラメ
ータで表す。
まず，公共財供給で仮想通貨を利用する分析を行う前に，標準的な分析
として，政府が個人 j に比例所得税 x を課し，公共財を供給するケースを
考えてみよう。個人 j の所得を wj と表すとすると，個人 j の予算制約式は
以下となる。
 (1- x ) wj=cj  （2）
このとき，政府の予算制約式は以下のように表現できる。
   （3）


















直面する。例えば，選好 aj の個人 j が自らの効用 Uj を最大化するとき，
個人 j にとって最適な公共財の水準 z j は以下の関係式を満たす。
 
仮に  であるならば  であるため，政府が各個人の選好を申告で
把握しようとするとき，個人 j が選好 aj を正直に申告すると，自らの効用 
Uj を最大化する水準 zj を下回ってしまう。このため，個人 j は自らの選
好 aj よりも高い値を虚偽で申告し，  を上昇させ，真の選好 
aj に近づける誘因をもつ。同様に，  の選好を有する個人 j は自らの




























4）Itaya and Schweinberger (2006) は，所得税収で公共財を供給するモデルで政治経済均衡を
考えており，所得税率を低くすることでパレート改善をもたらすことを明らかにした。
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なわち，個人 j が公共財qjを自発的に供給すると，その報酬としてbqj の仮
想通貨を獲得できる（ただし，0<b<1 とする）。
このとき，個人 j の予算制約式は以下となる。
    （6）
ここで， p は物価水準を表し，仮想通貨の初期発行量をXとすると，個
















総量 z や，個人 j が自発的に供給する公共財の量qjは以下となる。
  （10）
  （11）
証明）まず，  のとき，（9）式は 
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証明）まず，（10）式の z に（4）式を代入すると， 

























   
    （15）
この（15）式はマイニング報酬 b'の関数であるが，Nが十分に大きいと
き，  は以下に近似できる（補論A）。
この式のうち  の部分はaj' の２次関数で a'j>0
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の領域では単調増加であるため，  を満たす a'j を c とす
ると，  の符号はa' j <c の領域でマイナス， a' j >c の領域でプラスであり，
b' は下に凸の関数となる。
このため，各個人 j（j=1,2,3…N）の選好の aj 下限を ，上限を とす
ると，マイナー報酬b'はaj が下限 か上限 のときに最大となる。そこ
で，いま，個人 j 以外の (N-1) 人のうち v の割合が下限 を選択し， (1-
v )  の割合が上限 を選択しているものとする。このとき，Nが十分に大
きい値であればマイナー報酬 b' は以下に近似できる（補論B）。
 （aj' に依存しない項）
   （ただし，  ）
マイナー報酬 b' はaj が下限 か上限 のときに最大になるが， と の
どちらが最大となるのかについては f ( )-f( )の符号を確認する必要が
ある。例えば，もし仮に v の値 (0 v 1 )にかかわらず，f ( )-f( )の符
号がプラスであれば，aj が下限 のときにマイナー報酬 b' は最大となる。
このとき，（15）式は，個人 j が申告する選好a'j を下限 に設定すると，個
人 j の効用は最大化できることを意味する。
では，実際の符号はどうか。一般的に f ( )-f( )の符号は v の値に依存
しその解析は容易ではないが，上限 が十分に大きいとき， f ( )-f( )の




命題３　各個人j（j=1,2,3…N）の選好aj の下限 を，上限 をとする。N











とき，個人 j が申告した選好 a'j をとする。
（Step2）政府は上記の選好 aj' および（12）式でマイニング報酬 b' を定め，
マイニングの課程において各個人 j（j=1,2,3…N）が供給した自発的供
給量 qj に関する情報を収集する。
（Step3）上記の qj（j=1,2,3…N）およびマイニング報酬 b' を（14）式に代
入し，そのN個の連立方程式を解くことで，各個人 j（j=1,2,3…N）の
（14）式内の選好aj を逆算する。この逆算した選好をaj''とする。
（Step4）もし，ある個人 j の申告した選好aj' と逆算した選好aj''が異なると
きは，この個人 j に対して一定あるいは無限大の罰則（ペナルティ）を
課す（例：事後的に個人 j のマイニング報酬をb'=0 とする）。
命題４　上記の枠組みでは，各個人 j（j=1,2,3…N）は真の選好aj を政府
に報告する。
証明）もし，Step1で個人 j が虚偽の選好 a'j ( aj ) を報告した場合，Step4
のペナルティを回避するためには，個人 j は一つの戦略しかとり得ない。





この関係式やマイニング報酬が b'=1-(1+1/ )/(1+R1/aj' ) という関
係式を（13）式に代入すると，（13）式の効用は以下の式 U'j に変形できる。
 
   
    （17）
なお，個人 j 以外の個人 k（ j）がどのような戦略を採用するのかにつ




これは，Step1で個人 j が虚偽を報告する戦略をとるならば，個人 j 以外
の個人 k（ j）がどのような戦略を採用しても，選好aj'=  を報告する誘因
をもつことを意味する。すべての個人 j が虚偽で選好 aj'=  を報告すると
き，（17）式は以下となる。
  （18）






    （19）
Nが十分に大きいとき，（19）式の aj に関する偏微分は以下となる。
   
    （20）
  （21）






















































報告に罰則をかける提案をしているが，Walker and Halloran (2004) や
Sefton, Shupp and Walker (2002) の公共財の自発的供給ゲームに関する実
証実験では，公共財の貢献額の増加には罰則よりも報償の方が効果的であ
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   （aj'  に
依存しない項）
補論C
  とすると，f ( )-f( )  は以下
のように同値変形できる。
  f ( )-f( )>0
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     or 
     or  
ここで， ve[0,1] であることを踏まえると，上記の関係式は以下と同値に
なる。
   
上限 が十分に大きい値のとき，この不等式の右辺は以下となる。
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